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法令ならびに定款に基づくインターネット開示事項 
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本内容は、法令ならびに当社定款第15条の規定に基づき、当社ウェブサイト

（ https://www.daikin.co.jp/investor/ ）に掲載することにより、株主のみなさまへ 

ご提供しております。 

https://www.daikin.co.jp/investor/
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連結注記表 
【連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等】 
１．連結の範囲に関する事項 
(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 322社 
主要な連結子会社の名称 

事業報告 １．企業集団の現況に関する事項 (10)重要な子会社の状況に記載しているため
省略しております。 

当連結会計年度中における連結子会社の増減 
（増加）買収によるもの 

ウニクリマ ウント ゲバウデテクニック ゲーエムベーハー及びその子会社１社、
コンサーブ アイティー プロプライアットリー リミテッド、サーマル サプライ
インク、エア レップス エルエルシー、ダイナミック コントロールズ エルエル
シー及びその子会社２社、グループ ビーブイ エスエイエス及びその子会社４社、
サーマル ネティクス エルエルシー、トライステート HVAC エキップメント エ
ルエルシー

新設によるもの 
ダイキン ナイジェリア アンド ウエスト アフリカ オフィス エルティーディー、
IRS インターナショナル ビーブイ 

（減少）清算によるもの 
ロテックス ヒーティング システムズ エスエイアールエル、ヘロフロン ユーエ
スエー コーポレーション、ダイキン制冷剤貿易(上海)有限公司、ダイキン クリ
マ パザルラマ リミテッド シルケティ、アガエフ ド ブラジル インポルタソン
イ コメルシオ デ ポリメロス テクニコス フルオラードス リミターダ

連結子会社同士の合併によるもの 
AHT ホールディング ゲーエムベーハー、クール ホールディング ゲーエムベー
ハー、AHT ベタイリグングス ゲーエムベーハー、ビーブイ フロワ アミアン エ
スエイエス、ビーブイ サービス アミアン エスエイエス

(2) 主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社の名称 
共栄化成工業㈱ 

連結の範囲から除いた理由 
非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見
合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を
及ぼしていないためであります。 

２．持分法の適用に関する事項 
(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法を適用した関連会社の数 15社 
主要な会社等の名称 珠海格力大金機電設備有限公司 

持分法適用の範囲の重要な変更 
（減少）持分の売却によるもの 

アルケマダイキン先端フッ素化学(常熟)有限公司、9193-9710 ケベック インク、
上海バルカーフッ素樹脂製品有限公司
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(2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等
主要な会社等の名称 
（非連結子会社） 

共栄化成工業㈱ 

（関連会社） 
ダイミクス㈱ 

持分法を適用していない理由 
持分法を適用していない非連結子会社又は関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及
び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に
及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないためであります。 

３．会計方針に関する事項 
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等 
以外のもの 

 時価法 
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は主として移動平均法により算定しております） 

市場価格のない株式等 主として移動平均法による原価法 

投資事業有限責任組合及びそれに
類する組合への出資（金融商品取
引法第２条第２項により有価証券
とみなされるもの） 

 組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能
な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取
り込む方法によっております。 

② デリバティブの評価基準は、時価法によっております。

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法は、国内会社については、主として総平均法による原価法
（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっており、在外子会社については、主として
総平均法による低価法によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

② 無形固定資産
定額法を採用しております。なお、市場販売目的のソフトウェアについては、販売可能有効
期間（３年）に基づく定額法によっております。また、顧客関連資産については、効果の及
ぶ期間（主として30年）に基づく定額法によっております。
のれんの償却については、６年から20年で均等償却を行っております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
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② 役員賞与引当金
役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度末における支給見込額に基づき計上しております。

③ 製品保証引当金
販売ずみの製品の無償修理費用にあてるため、過去の実績を基礎に将来の保証見込みを加味
して計上しております。

(4)その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 重要なヘッジ会計の方法
(a) ヘッジ会計の方法

当社グループにおいては、原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。また、振当処
理の要件を満たす為替予約等については、振当処理を行っております。なお、特例処理の
要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。

(b) ヘッジ手段とヘッジ対象
当社グループでは、為替変動リスクに対しては、為替予約、通貨スワップ及び通貨オプシ
ョンをヘッジ手段とし、外貨建金銭債権債務等の外貨建金融資産負債をヘッジ対象として
おります。また、金利変動リスクに対しては、金利スワップ及び金利オプション等をヘッ
ジ手段とし、銀行借入等の金融負債をヘッジ対象としております。

(c) ヘッジ方針及びヘッジ有効性評価の方法
当社グループのリスク管理は、経営上多額な損失を被ることがないよう、資産・負債に係
る為替変動リスクの回避及び支払金利の低減等のため効率的にデリバティブ取引が利用さ
れているかに重点をおいて行われております。デリバティブのヘッジ機能の有効性につい
ては、定期的にテストを行っております。また、新たな種類のデリバティブ取引を開始す
る場合には事前に、当該デリバティブのヘッジ機能の有効性をテストし判定しております。
ヘッジ有効性の判定は、ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッ
ジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し行っております。また、
必要に応じ、回帰分析等の手段を利用しております。当社の連結子会社においても同様の
チェック体制で行っております。

② 退職給付に係る会計処理の方法
(a) 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっております。

(b) 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（主として10年）による定額法により費用処理しております。
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主
として10年）による定額法により費用処理しております。

③ 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
当社及び一部の国内連結子会社は、翌連結会計年度から、連結納税制度からグループ通算制
度へ移行することとなります。ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」（2020年法律
第８号）において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあ
わせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算
制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月
31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債
の額について、改正前の税法の規定に基づいております。なお、翌連結会計年度の期首から、
グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処
理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関す
る取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）を適用する予定であります。

④ 収益及び費用の計上基準
当社グループは主として住宅用・業務用・舶用等の空調・冷凍機、フッ素製品等の化学製品、
油圧機器等の油機関連製品、防衛省向け砲弾・誘導弾用部品等の特機関連製品、電子システ
ム関連製品の製造・販売を行っております。当社グループでは、主に完成した製品を顧客に
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引き渡すことを履行義務として識別しており、原則として、契約条件等に基づき納品日等に
おいて当該製品に対する支配が顧客に移転することにより履行義務が充足されると判断し、
当該時点で収益を認識しております。この他、当社グループでは工事請負又は保守サービス
等の役務の提供を行っており、一定の期間にわたり顧客に財又はサービスの支配の移転が行
われ当社グループが履行義務を充足することから、原則として、その進捗度又は期間に応じ
て収益を認識しています。収益は、顧客との契約において約束された対価から、値引き、リ
ベート等を控除した金額で測定しております。製品の販売契約における対価は、顧客へ製品
を引き渡した時点から主として１年以内に回収しております。なお、重要な金融要素は含ん
でおりません。 

（追加情報） 
新型コロナウイルス感染症につきましては、今後の収束時期等を予測することは困難な状

況でありますが、当社グループでは、ワクチンの普及や各国での経済対策の効果等により社
会活動や経済活動は緩やかに回復していくものと仮定して、固定資産の減損等の会計上の見
積りを行っております。 

【会計方針の変更】 

（収益認識に関する会計基準等の適用） 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」
という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した
時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしておりま
す。 

この結果、当連結計算書類に与える影響は軽微であります。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱
いに従っておりますが、当連結会計年度の利益剰余金期首残高及び１株当たり情報に与える影響はあ
りません。 

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に
表示していた「受取手形及び売掛金」は、当連結会計年度より「受取手形、売掛金及び契約資産」に
含めて表示することとしました。 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基
準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関
する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、
時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、
当連結計算書類に与える影響はありません。 

【会計上の見積り】 
（のれん及び無形固定資産の評価） 
当連結会計年度末の連結貸借対照表において、のれん、顧客関連資産及びその他の無形固定資産

（以下、「のれん等」といいます。）をそれぞれ270,467百万円、202,223百万円及び105,596百万円
計上しております。 
のれん等を評価するにあたり、のれん等の減損の兆候の有無を判定し、減損の兆候があると認めら

れる場合、将来キャッシュ・フローに基づいて減損損失の認識の要否を判定しております。 
減損の兆候には、継続的な営業赤字、経営環境の著しい悪化、事業計画との乖離等が含まれます。 
将来キャッシュ・フローは、経営者によって承認された事業計画を基礎とし、それ以降の期間につ

いては将来の不確実性を考慮して見積っております。将来キャッシュ・フローの見積りにおける重要
な仮定は、事業計画及びそれ以降の期間における売上高成長率と利益率であります。また、将来キャ
ッシュ・フローの割引現在価値を算定する際の重要な仮定は割引率であります。これらの仮定は将来
の不確実な経済状況及び会社の経営状況の影響を受け、翌連結会計年度以降の連結計算書類に重要な
影響を与える可能性があります。一方で、継続的な業績のモニタリングを行っており、投資に対する
回収が困難となる前に対策を講じるように努めております。 
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【連結貸借対照表に関する事項】 
１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

現金及び預金 569 百万円 

受取手形、売掛金及び契約資産 4,419 百万円 

建物及び構築物 341 百万円 

機械装置及び運搬具 96 百万円 

土地 390 百万円 

建設仮勘定 7 百万円 

その他(有形固定資産) 36 百万円 

上記に対する債務 

支払手形及び買掛金 12,811 百万円 

短期借入金 106 百万円 

1年内返済予定の長期借入金 300 百万円 

長期借入金 12 百万円 

上記の他、当社出資会社における金融機関からの借入金等に対して以下の資産を担保に供しておりま
す。 

投資有価証券 800 百万円 

上記の他、連結消去されている以下の資産を担保に供しております。 

連結消去されている連結子会社株式 11 百万円 

２．有形固定資産の減価償却累計額 1,009,123 百万円 

３．受取手形裏書譲渡高 3,368 百万円 

【連結損益計算書に関する事項】 
減損損失 
当連結会計年度において、連結子会社であるザノッティ エスピーエイ グループののれんについて、

減損損失3,667百万円を計上しました。 
 業務用冷凍・冷蔵機器等の製造及び販売を行う同社グループにおいて、買収当初策定した事業計画
を下回って推移している状況であるため、生産体制及び営業体制の強化を図り、中期的な事業計画を
保守的に見直した結果、帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。 

【連結株主資本等変動計算書に関する事項】 
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数 

普通株式 293,113,973 株 

２．配当に関する事項 
(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

2021年６月29日
定時株主総会 

普通株式 23,411 80 2021年３月31日 2021年６月30日 

2021年11月４日
取締役会 

普通株式 26,340 90 2021年９月30日 2021年12月２日 
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(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議（予定） 株式の種類 配当の原資 
配当金の 
総額 

(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

2022年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 32,195 110 2022年３月31日 2022年６月30日 

３．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的とな
る株式の種類及び数 

普通株式 32,000 株 

【金融商品に関する事項】 
１．金融商品の状況に関する事項 
(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主として事業の設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債
発行）を調達しております。また、短期的な運転資金は銀行借入やコマーシャル・ペーパーによ
り調達しており、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。デリバティブ取引
は、後述するリスクを回避するため、実需の範囲で利用しており、投機を目的とした取引は行っ
ておりません。また、取引の対象物の価格変動に対する当該取引の時価の変動率が大きい特殊な
取引（レバレッジのきいた取引）は利用しない方針であります。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスクならびにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに

関しては、与信管理規程及びグローバル経理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を
行うとともに、主な取引先の信用状況を把握する体制としております。 
営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。 
グローバルに事業を展開していることから生じる外貨建債権・債務は、為替変動リスクに晒さ

れておりますが原則として同一通貨の債権・債務をネットしたポジションに対して、為替予約取
引及び通貨スワップ取引等を利用してヘッジしております。なお、為替相場の状況により、予定
取引により確実に発生すると見込まれる外貨建債権・債務に対しても同様のデリバティブ取引を
利用しております。 
投資有価証券は、主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、市場価格の

変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、
取引先企業との関係を勘案して継続的に保有状況を見直しております。 
短期借入金やコマーシャル・ペーパーは、主に運転資金として調達しております。長期借入金

や社債は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。また、営業債務、借
入金及び社債は流動性リスクに晒されておりますが、経理財務本部が適時に資金繰計画を作成・
更新することなどにより管理しており、資金調達マーケットに急激な変化があった場合でも資金
決済を行えるよう、コミットメントライン枠を設定し、流動性リスクに備えております。変動金
利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、このうち長期のものの一部については、
金利スワップ取引等のデリバティブ取引を利用してヘッジしております。 
デリバティブ取引は、外貨建債権・債務に係る為替変動リスクに対するヘッジ取引を目的とし

た為替予約取引等、借入金に係る金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワッ
プ取引等、原材料の市場価格変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした商品先物取引でありま
す。デリバティブ取引は、取引権限や限度額等を定めたデリバティブ取引管理規程に基づいて行
われております。デリバティブ業務は経理財務本部により行われ、日常のチェックは経営企画室
の内部牽制と定期的な取締役会への報告により行われております。また、連結子会社においても、
同様の管理体制がとられております。デリバティブ取引の利用にあたっては信用リスクを軽減す
るために、信用度の高い金融機関のみを相手として取引を行っております。 
なお、ヘッジ会計の要件を満たしているデリバティブ取引については、ヘッジ会計を行ってお

ります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針及びヘッジ有効性評価
の方法等については、「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等」の「重要なヘッ
ジ会計の方法」に記載しております。 
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(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することもあります。 

２．金融商品の時価等に関する事項 
2022年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません
（（注1）参照）。また、「現金及び預金」「受取手形、売掛金及び契約資産」「支払手形及び買
掛金」「短期借入金」「未払法人税等」については、現金であること、及び短期間で決済されるた
め時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

（単位 百万円） 

連結貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 投資有価証券
その他有価証券 177,049 177,049 ― 

資産計 177,049 177,049 ― 

(1) 社債 150,000 149,668 △332

(2) 長期借入金 475,054 472,909 △2,144

(3) リース債務 102,385 101,272 △1,113

負債計 727,439 723,849 △3,589

デリバティブ取引（注3） 3,362 3,362 ― 

（注1）非上場株式等（連結貸借対照表計上額12,026百万円）ならびに非連結子会社及び関連会社株式
（連結貸借対照表計上額8,629百万円）は、市場価格のない株式等として、「(1) 投資有価証
券」には含めておりません。 

（注2）連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資につい
ては記載を省略しております。当該出資の連結貸借対照表計上額は2,481百万円であります。 

（注3）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務
となる場合は、（ ）で示しております。 

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項 
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３

つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成され
る当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の
時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ
ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分
類しております。 
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(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位 百万円） 

時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投資有価証券 
その他有価証券 

  株式 176,655 ― ― 176,655 

  債券（社債） ― 301 ― 301 

  債券（その他） ― 92 ― 92 

資産計 176,655 393 ― 177,049 

デリバティブ取引
（ 注 ） 

  通貨関連 ― 1,293 ― 1,293 

  金利関連 ― 109 ― 109 

  商品関連 ― 1,959 ― 1,959 

（注）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務
となる場合は、（ ）で示しております。 

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位 百万円） 

時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

社債 ― 149,668 ― 149,668 

長期借入金 ― 472,909 ― 472,909 

リース債務 ― 101,272 ― 101,272 

負債計 ― 723,849 ― 723,849 

(注)時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

投資有価証券 
上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しておりま
す。社債等は主として元利金の合計額を当該債券の残存期間及び信用リスクを加味した利率
を基に、割引現在価値法により算定しており、その時価をレベル２の時価に分類しておりま
す。 

デリバティブ取引 
為替予約、通貨スワップ、金利スワップ、商品先物の時価は、金利や為替レート、先物相場
等の観察可能なインプットを用いて割引現在価値法等により算定しており、レベル２の時価
に分類しております。 

社債 
当社の発行する社債の時価は、市場価格を用いて評価しております。当社の社債は市場価格
があるものの活発な市場で取引されているわけではないため、レベル２の時価に分類してお
ります。 

長期借入金 
長期借入金の時価については、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加
味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しておりま
す。変動金利によるもののうち、金利スワップの特例処理の対象とされた長期借入金につい
ては、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額と、当該債務の残存期間及
び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価
に分類しております。 
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リース債務
リース債務の時価については、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加
味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しておりま
す。

【収益認識に関する事項】 
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

(単位 百万円) 

報告セグメント 
その他 
(注) 合計 

空調・冷凍機
事業 化学事業 計 

売上高 

日本 523,927 58,439 582,367 56,080 638,447 

米国 792,956 39,912 832,869 7,586 840,455 

欧州 518,740 33,530 552,270 943 553,214 

中国 424,744 51,187 475,932 2,189 478,121 

アジア・オセアニア 397,956 27,067 425,024 1,083 426,107 

その他 170,172 2,286 172,459 299 172,758 

顧客との契約から 
生じる収益 2,828,499 212,424 3,040,923 68,182 3,109,106 

その他の収益 － － － － － 

  外部顧客への売上高 2,828,499 212,424 3,040,923 68,182 3,109,106 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、油機事業、特機事
業、電子システム事業を含んでおります。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 
収益を理解するための基礎となる情報は、「【連結計算書類の作成のための基本となる重要な事

項等】３．会計方針に関する事項 (4)その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
④収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報 
(1) 契約資産及び契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の内訳は以下のとおりであります。

(単位 百万円) 

 当連結会計年度期首 
（2021年４月１日） 

 当連結会計年度期末 
（2022年３月31日） 

顧客との契約から
生じた債権 451,063 579,390 

契約資産 17,267 15,685 

契約負債 72,249 90,456 

契約資産は、主として一定の期間にわたり履行義務が充足される契約において、収益を認識
したが、まだ請求していない履行義務に係る対価に対する当社グループの権利に関連するも
のであります。契約資産は、対価に対する権利が無条件になった時点で債権に振り替えられ
ます。契約負債は主に、製品の引き渡し及び役務の完了前に当社グループが顧客から受け取
った対価であります。 
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当連結会計年度に認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていた取引高は56,069
百万円であります。 

なお、当連結会計年度において、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から
認識した収益の額に重要性はありません。 

(2) 残存履行義務に配分した取引価格
当連結会計年度末現在で、未充足（又は部分的に未充足）の履行義務に配分した取引価格の
金額、及び当該金額の収益認識見込時期は次のとおりです。なお、当社グループは実務上の
便法を適用し、当初の予想期間が１年以内の残存履行義務に関する情報は記載しておりませ
ん。

(単位 百万円) 

残存履行義務 収益認識見込時期 

年度末残高 １年以内 １年超 

2022年３月31日現在 78,616 42,482 36,133 

【１株当たり情報に関する事項】 
１株当たり純資産額 6,729円73銭 
１株当たり当期純利益 743円88銭 

【税効果会計に関する事項】 
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産） 
製品保証引当金 17,497 百万円 
繰越欠損金 16,399 百万円 
ソフトウェア等 14,295 百万円 
棚卸資産の未実現利益 13,113 百万円 
棚卸資産 8,003 百万円 
賞与引当金 7,242 百万円 
貸倒引当金 4,025 百万円 
繰延収益 3,910 百万円 
投資有価証券 3,370 百万円 
退職給付に係る負債 3,171 百万円 
外国税額控除 1,035 百万円 
その他 35,786 百万円 

繰延税金資産小計 127,852 百万円 
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 (注) △13,876 百万円

 将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △7,192 百万円

評価性引当額小計 △21,069 百万円

繰延税金資産合計 106,783 百万円 

（繰延税金負債） 
無形固定資産 △66,473 百万円
留保利益の税効果 △60,889 百万円
その他有価証券評価差額金 △22,376 百万円
退職給付に係る資産 △8,001 百万円
固定資産圧縮積立金 △1,697 百万円
その他 △27,352 百万円

繰延税金負債合計 △186,791 百万円

繰延税金資産（負債）の純額 △80,008 百万円
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（注）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額 
（単位 百万円） 

１年以内 
１年超 
２年以内 

２年超 
３年以内 

３年超 
４年以内 

４年超 
５年以内 

５年超 合計 

税務上の繰越欠損金 
( ※ )

217 83 134 416 563 14,984 16,399 

評価性引当額 △193 △29 △75 △161 △303 △13,113 △13,876

繰延税金資産 24 53 59 255 260 1,870 2,523 

（※）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた金額であります。 

【退職給付に関する事項】 
１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として確定給付企業年金制度及び退職一時金制度 
を設けており、確定拠出型の制度として確定拠出年金制度等を設けております。また、一部の在外
連結子会社は確定給付型の制度又は確定拠出型の制度を設けております。 
なお、当社及び連結子会社が有する退職一時金制度の一部は、簡便法により退職給付に係る負債

及び退職給付費用を計算しております。 

２．確定給付制度 
(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）

退職給付債務の期首残高 120,491 百万円 
  勤務費用 3,024 百万円 
  利息費用 1,135 百万円 
  数理計算上の差異の発生額 △1,762 百万円
  過去勤務費用の発生額 △2,347 百万円
  退職給付の支払額 △5,645 百万円
  決算期変更による増減 17 百万円 
  為替換算調整額 2,947 百万円 
  その他 37 百万円 

退職給付債務の期末残高 117,898 百万円 

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）

年金資産の期首残高 128,729 百万円 
  期待運用収益 3,695 百万円 
  数理計算上の差異の発生額 △258 百万円
  事業主からの拠出額 1,951 百万円
  退職給付の支払額 △4,976 百万円
  為替換算調整額 2,193 百万円
  その他 82 百万円 

年金資産の期末残高 131,417 百万円 

(3) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

退職給付に係る負債の期首残高 2,817 百万円 
  退職給付費用 899 百万円 
  退職給付の支払額 △413 百万円

退職給付に係る負債の期末残高 3,302 百万円
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(4) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び
退職給付に係る資産の調整表

積立型制度の退職給付債務 △111,118 百万円
年金資産 131,417 百万円

20,299 百万円 
非積立型制度の退職給付債務 △10,083 百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 10,215 百万円 

退職給付に係る負債 △16,116 百万円
退職給付に係る資産 26,332 百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 10,215 百万円 

（注）簡便法を適用した制度を含みます。 

(5) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用 3,024 百万円 
利息費用 1,135 百万円 
期待運用収益 △3,695 百万円
数理計算上の差異の費用処理額 △378 百万円
過去勤務費用の費用処理額 △317 百万円
簡便法で計算した退職給付費用 899 百万円
その他 120 百万円

合計 786 百万円 

(6) 退職給付に係る調整累計額
退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

未認識過去勤務費用 △1,255 百万円
未認識数理計算上の差異 3,895 百万円

合計 2,640 百万円 

(7) 年金資産に関する事項
① 年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

国内債券 0 ％ 
国内株式 0 ％ 
外国債券 29 ％ 
外国株式 12 ％ 
保険資産（一般勘定） 16 ％ 
現金及び預金 1 ％ 
オルタナティブ投資 42 ％ 

合計 100 ％ 

② 長期期待運用収益率の設定方法
年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年
金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しておりま
す。

(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項
主要な数理計算上の計算基礎
割引率 主として0.3％ 
長期期待運用収益率 主として2.5％ 
予想昇給率 主として5.9％ 



―13― 

３．確定拠出制度 
当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、8,762百万円であります。
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個別注記表 
【重要な会計方針】 
１．資産の評価基準及び評価方法 
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 
その他有価証券 
  市場価格のない株式等 
  以外のもの 

時価法 
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、 
 売却原価は移動平均法により算定） 

  市場価格のない株式等 移動平均法による原価法 
  投資事業有限責任組合及びそれに 
  類する組合への出資（金融商品取 
  引法第２条第２項により有価証券 
  とみなされるもの） 

組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能
な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取
り込む方法によっております。 

(2) デリバティブの評価基準は、時価法によっております。
(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法は、総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法）によっております。

２．固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。なお、市場販売目的のソフトウェアについては、販売可能有効期
間（３年）に基づく定額法によっております。

(3) リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 役員賞与引当金
役員賞与の支出に備えて、当事業年度末における支給見込額に基づき計上しております。

(3) 製品保証引当金
販売ずみの製品の無償修理費用にあてるため、過去の実績を基礎に将来の保証見込みを加味し
て計上しております。

(4) 退職給付引当金
・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりであります。
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理し
ております。
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により費用処理しております。

・未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが連結貸借対
照表と異なります。
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４．収益及び費用の計上基準 
当社は主として住宅用・業務用・舶用等の空調・冷凍機、フッ素製品等の化学製品、油圧機器等の
油機関連製品、防衛省向け砲弾・誘導弾用部品等の特機関連製品、電子システム関連製品の製造・
販売を行っております。当社では、主に完成した製品を顧客に引き渡すことを履行義務として識別
しており、原則として、契約条件等に基づき納品日等において当該製品に対する支配が顧客に移転
することにより履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。この他、当
社では保守サービス等の役務の提供を行っており、一定の期間にわたり顧客に財又はサービスの支
配の移転が行われ当社が履行義務を充足することから、原則として、その進捗度又は期間に応じて
収益を認識しています。収益は、顧客との契約において約束された対価から、値引き、リベート等
を控除した金額で測定しております。製品の販売契約における対価は、顧客へ製品を引き渡した時
点から主として１年以内に回収しております。なお、重要な金融要素は含んでおりません。 

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 
(1) ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。また、振当処理の要件を満たす為替予約等
については、振当処理を行っております。なお、特例処理の要件を満たす金利スワップにつ
いては、特例処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
当社は、為替変動リスクに対しては、為替予約、通貨スワップ及び通貨オプションをヘッジ
手段とし、外貨建金銭債権債務等の外貨建金融資産負債をヘッジ対象としております。また、
金利変動リスクに対しては、金利スワップ及び金利オプションをヘッジ手段とし、銀行借入
等の金融負債をヘッジ対象としております。

③ ヘッジ方針及びヘッジ有効性評価の方法
当社のリスク管理は、経営上多額な損失を被ることがないよう、資産・負債に係る為替変動
リスクの回避及び支払金利の低減等のため効率的にデリバティブ取引が利用されているかに
重点をおいて行われております。当社においては、デリバティブ業務の取引限度額などリス
ク管理方法等を定めたリスク管理規程があり、この規程に基づいてデリバティブ取引及びリ
スク管理が行われております。デリバティブ取引業務は経理財務本部により行われ、日常の
リスク管理は経営企画室により行われており、実施状況について定期的に取締役会への報告
がなされております。当社が保有するデリバティブのヘッジ機能の有効性については、定期
的にテストを行っております。また、新たな種類のデリバティブ取引を開始する場合には事
前に、当該デリバティブのヘッジ機能の有効性をテストし判定しております。ヘッジ有効性
の判定は、ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変
動又はキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し行っております。また、必要に応じ、回帰
分析等の手段を利用しております。

(2) 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
当社は、翌事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとなります。た
だし、「所得税法等の一部を改正する法律」（2020年法律第８号）において創設されたグルー
プ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われ
た項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に
関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会
計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定
めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいて
おります。なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及
び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適
用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）を
適用する予定であります。
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【会計方針の変更】 
（収益認識に関する会計基準等の適用） 
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」

という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点
で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。 
この結果、当計算書類に与える影響は軽微であります。 
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱

いに従っておりますが、当事業年度の利益剰余金期首残高及び１株当たり情報に与える影響はありま
せん。 
収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」に表示して

いた「前受金」は、当事業年度より「契約負債」に含めて表示することとしました。 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する
会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時
価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、
当計算書類に与える影響はありません。 

【表示方法の変更】 
（損益計算書） 
 前事業年度において独立掲記していた「営業外費用」の「アレンジメント手数料」は、金額的重要
性が乏しくなったため、当事業年度より「営業外費用」の「その他」に含めて表示しております。 

【貸借対照表に関する事項】 
１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

当社出資会社における金融機関からの借入金等に対して担保に供している資産 
投資有価証券 800 百万円 

２．有形固定資産の減価償却累計額 383,027 百万円 

３．保証債務 
(1) 保証

以下の関係会社の金融機関借入金等に対する保証
ダイキン エアコンディショニング ブラジル エルティーデ
ィ ー エ イ 1,782 百万円 

ダイキン ケミカル ヨーロッパ ゲーエムベーハー 893 百万円 

AAF エスエイユー 451 百万円 

アメリカン エアフィルター カンパニー インク 196 百万円 

アシュアケア コーポレーション 41 百万円 

その他４社 37 百万円 

計 3,403 百万円 

(2) 保証予約
以下の関係会社の金融機関借入金等に対する保証予約

ダイキン アメリカ インク 3,895 百万円 

AAF マッケイ ユーケー リミテッド 1,988 百万円 

ダイキン アプライド アメリカズ インク 1,547 百万円 

アメリカン エアフィルター カンパニー インク 1,032 百万円 

ダイキン エアコンディショニング インディア プライベー
ト  リ ミ テ ッ ド 883 百万円 

その他８社 1,379 百万円 

計 10,726 百万円
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４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く） 
短期金銭債権 254,378 百万円 
短期金銭債務 104,274 百万円 
長期金銭債務 7 百万円 

【損益計算書に関する事項】 
関係会社との取引高 
営業取引による取引高 

売上高 480,988 百万円 
仕入高 205,336 百万円 
営業取引以外の取引による取引高 166,258 百万円 

【株主資本等変動計算書に関する事項】 
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

普通株式 424,908 株 

【税効果会計に関する事項】 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産） 
投資有価証券 20,248 百万円 
ソフトウェア等 14,250 百万円 
棚卸資産 3,055 百万円 
賞与引当金 2,911 百万円 
製品保証引当金 1,757 百万円 
未払事業税 1,190 百万円 
退職給付引当金 573 百万円 
貸倒引当金 142 百万円 
長期未払金 79 百万円 
その他 2,406 百万円 

繰延税金資産小計 46,616 百万円 
 評価性引当額 △21,497 百万円

繰延税金資産合計 25,118 百万円 

（繰延税金負債） 
その他有価証券評価差額金 △22,081 百万円
前払年金費用 △4,280 百万円
固定資産圧縮積立金他 △3,862 百万円

繰延税金負債合計 △30,223 百万円

繰延税金資産（負債）の純額 △5,105 百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の主な項目別内訳 

法定実効税率 30.6 ％ 
 （調整） 
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △17.3 ％
外国子会社からの配当に係る外国源泉所得税 3.6 ％
試験研究費等の税額控除 △2.9 ％
評価性引当額 △0.9 ％
外国税額控除 △0.6 ％
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2 ％
住民税均等割 0.1 ％
その他 △0.1 ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 12.7 ％ 
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【関連当事者との取引に関する事項】 
役員及び個人主要株主等 

種類 氏名 事業の内容又は職業 
議決権等所有 
(被所有)割合 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

役員 
寺田 千代乃 
(注1) 

当社社外取締役 
アートグループホー
ルディングス株式会
社代表取締役社長

被所有 
0.00％ 

引越業務、製品
配送の委託 
(注2)(注3) 
(注4) 

101 
未払金及び
未払費用 

60 

（注1）寺田千代乃氏は、2021年6月29日付で当社の社外取締役を退任しております。 
（注2）いわゆる第三者のための取引であります。 
（注3）市場価格を勘案し一般的取引条件と同様に決定しております。 
（注4）取引金額は退任するまでの期間について、期末残高は退任した時点について記載しておりま

す。 

子会社等 

種類 会社等の名称 
議決権等所有 
(被所有)割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

子会社 

ダイキンHVACソリ
ューション東京㈱ 

所有 
直接100％ 

空調機器の販売
等 

空調機器の販売
等 

(注1) 
79,071 売掛金 6,848 

ダイキンコンシュ
ーママーケティン
グ㈱ 

所有 
直接100％ 

空調機器の販売
等 

空調機器の販売
等 

(注1) 
72,407 売掛金 9,236 

グッドマン マニ
ュファクチュアリ
ング カンパニー
エルピー

所有 
間接100％ 

空調機器の販売
等 

空調機器の販売
等 

(注1) 
48,772 売掛金 30,756 

グッドマン グロ
ーバル グループ 
インク

所有 
間接100％ 

資金の貸付 

資金の貸付 
(注3) 

19,052 短期貸付金 26,313 

資金の貸付 ― 関係会社 
長期貸付金 
(１年内含
む ) 

36,717 
資金の返済 16,670 

利息の受取 
(注2) 

353 
その他 
流動資産 

85 

ダイキン アプラ
イド アメリカズ
インク

所有 
間接100％ 

資金の貸付 

資金の貸付 
(注3) 

23,787 短期貸付金 35,493 

資金の貸付 19,641 関係会社 
長期貸付金 
(１年内含
む ) 

35,352 

資金の返済 2,066 

利息の受取 
(注2) 

445 
その他 
流動資産 

112 

ダイキン ホール
ディングス アメ
リカ インク

所有 
直接100％ 

増資 増資の引受 42,037 ― ― 

（注1）取引条件は市場価格を勘案し一般的取引条件と同様に決定しております。 
（注2）利率は市場金利に準じて決定しております。 
（注3）資金の貸借については、CMS（キャッシュ・マネジメント・システム）に係るものであり、取

引金額は期中の平均残高を記載しております。 

【１株当たり情報に関する事項】 
１株当たり純資産額 3,480円34銭 
１株当たり当期純利益 525円51銭 
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